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事
業
名
地
域
魅
⼒
発
信
事
業

１
．
事
業
概
要

Ｓ
Ｔ
Ｖ
札
幌
テ
レ
ビ
放
送
株
式
会
社
主
催
の
イ
ベ
ン
ト
「
⼤
ほ
っ
か
い
ど
う
祭
」
へ
の
出
展
事
業
。

本
イ
ベ
ン
ト
は
道
内
市
町
村
の
各
ブ
ー
ス
に
て
、
観
光
ス
ポ
ッ
ト
や
ふ
る
さ
と
納
税
の
Ｐ
Ｒ
等
が
で
き
る
他
、

ス
テ
ー
ジ
イ
ベ
ン
ト
等
も
開
催
さ
れ
る
。

当
町
は
、
ふ
る
さ
と
納
税
や
江
差
E
Z
O
C
A
の
P
R
、
江
差
追
分
に
よ
る
ス
テ
ー
ジ
イ
ベ
ン
ト
を
通
し
て
、
コ
ロ

ナ
禍
に
お
い
て
低
迷
し
た
地
域
経
済
の
回
復
や
関
係
⼈
⼝
増
加
な
ど
地
域
の
活
性
化
に
つ
な
げ
る
こ
と
を
⽬
的

に
本
事
業
を
実
施
す
る
。

２
．
開
催
⽇
：
令
和
４
年
８
⽉
６
⽇
（
⼟
）
、
７
（
⽇
）

３
．
場
所
：
札
幌
ド
ー
ム

４
．
事
業
費
：
８
０
０
千
円
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
地
⽅
創
⽣
臨
時
交
付
⾦
を
全
額
充
当
）

内
訳
）
報
償
費
：
1
6
0
千
円
（
追
分
出
演
謝
礼
）

旅
費
：
1
7
8
千
円
（
職
員
等
旅
費
）

需
⽤
費
：
2
6
4
千
円
（
物
販
⽤
消
耗
品
）

役
務
費
：
3
0
千
円
（
送
料
等
）

使
⽤
料
及
び
賃
借
料
：
1
1
3
千
円
（
備
品
使
⽤
料
等
）

負
担
⾦
補
助
及
び
交
付
⾦
：
5
5
千
円
（
出
展
料
）
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新型コロナウイルス感染症対策地方創生臨時交付金事業 

 

町立保育所冷暖房対策  

【町民福祉課】 

１．事業目的 

  新型コロナウイルス感染症対策のため、保育所でのマスク使用による熱中症対策や、冬期間の換

気後の室温管理のため、町立かもめ保育園及び日明保育園に補助暖房機能付きのエアコンを設置す

る。 

２．事業費 

  ２，６９０千円 〔内訳〕（１）町立かもめ保育園  1,997 千円 

              （２）町立日明保育園     693 千円 

３．事業概要 

感染防止対策として居室のこまめな換気を実施している。 

エアコンを設置することにより、換気後の室温を適切に管理でき、体温調節機能の未発達な乳幼

児期の園児の体調管理を図る。 

（１）かもめ保育園にエアコン４台設置 

 ・２～５歳児クラスの保育室に各１台設置 

（２）日明保育園にエアコン１台設置 

 ・ホールに１台増設（西日が入り、夏期の室温が３０℃以上となるため） 
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（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業） 

江差町ウィズコロナ対応支援助成金事業の概要 

 

＜所管課：産業振興課＞ 

◇事業の趣旨 

 新型コロナウイルス感染症の影響が長期にわたっており、感染拡大に留意しつつも、

中長期的にウィズコロナの視点で事業活動の継続に向けた取り組みを進めていくことが

求められている。ウィズコロナを前提とした新たなチャレンジや事業を継続する上で必

要な三密回避のための備品の購入等に必要な経費を助成し、町内における感染拡大防止

の徹底と安全・安心な事業活動の維持確保、新たなチャレンジの推進を図るものである。 

 

◇助成対象者 

  町内に住所を有する中小企業者・小規模事業者（法人、個人事業主） 

  ※「中小企業者」「小規模事業者」は、中小企業基本法第２条第１項、第５項に規定

する「中小企業者」「小規模事業者」に該当する事業者 

 

◇助成対象事業、助成率等 

 ○助成対象事業 

  (1) 新たなチャレンジ 

    ・キャッシュレスシステム導入、ネット販売等の販路拡大の推進 

  (2) 三密回避のための機器等の導入 

    ・三密回避のための備品整備、改修等（空気清浄機、非接触体温計ほか） 

(3) 飛沫・接触感染防止対策（消耗品） 

(4) テイクアウト対応（消耗品） 

 ○助成率、助成上限額 

  ・助成率   100 分の 55（消費税抜き） 

  ・助成上限額 

(1) 新たなチャレンジ 30 万円 

(2) 三密回避のための機器等の導入 30 万円 

(3) 飛沫・接触感染防止対策（消耗品） 5 万円 

(4) テイクアウト対応（消耗品） 5 万円 

※裏面「助成メニュー、助成率、助成上限額」を参照 

 

◇助成対象となる期間  令和 4 年 4 月 1 日～令和 4 年 11 月 30 日 

   ※令和 4 年 4 月 1 日以降に実施した事業について遡及して助成対象とする。 

 

◇予算額  10,000 千円 

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

（SDGs との関連性） 

- 4 -

資料4



江差町ウィズコロナ対応支援助成金　助成メニュー、助成率、助成上限額

対象事業 助成率 助成上限額

（１）新たなチャレンジ

〇キャッシュレスシステム、ネット販売等の販路拡大の推進に向けた

　システム等の導入

　・キャッシュレスシステムや注文システムの導入経費

　・ネット販売等の販路拡大に向けたＷＥＢサイトの構築や制作

（２）三密回避のための機器等の導入

〇三密回避ための備品整備・改修等

　・空気清浄機、加湿器の設置

　・パーテーションの設置、席間の間仕切り等の設置

　・接客カウンター等へのアクリル板等の設置

　・券売機、非接触体温計、サーモグラフィーカメラ、ノータッチディ

　スペンサー等の備品整備

　・人感センサー付きの照明器具、水栓器具等の整備

（３）飛沫・接触感染防止対策（消耗品）

〇飛沫・接触感染防止対策（消耗品）

　・ビニールシート、フロアマーカー等の購入費

　・マスク、消毒液、除菌スプレー等の衛生用品の購入費

（４）テイクアウト対応（消耗品）

〇テイクアウト対応（消耗品）

　・テイクアウト用の容器等の消耗品の購入費

55/100
（消費税抜き）

5万円

55/100
（消費税抜き）

55/100
（消費税抜き）

30万円

30万円

55/100
（消費税抜き）

5万円
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事業内容 事業費 町負担金 消費者購入額

●事業実施主体　：江差商工会 50,000千円 10,000千円 40,000千円

●発行総額　　　：50,000,000円

●販売総額　　　：40,000,000円

●プレミアム率　：25％

●額面価格×数量：50,000円×1,000枚

●販売価格　　　：40,000円

●購入限度額　　：1世帯20枚まで（額面価格100万円分）

●販売開始日　　：令和4年6月20日(月)（予定）

●利用期間　　　：

●利用地域　　　：江差町内全域

●購入できる者　：江差町民で自己所有住宅に現に居住している方で

事務費等経費補助（人件費・商品券印刷費等） 2,255千円 2,255千円 0千円

計 52,255千円 12,255千円 40,000千円

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和2年度

令和3年度

通算

平成27年度

11,738千円

12,384千円

12,433千円

11,710千円

11,594千円

12,320千円

84,179千円

12,000千円

町補助額

973枚

1,000枚

1,000枚

952枚

900枚

1,000枚

7,025枚

1,200枚

発行枚数

48,650千円

50,000千円

50,000千円

47,600千円

45,000千円

50,000千円

351,250千円

60,000千円

63,436千円

74,272千円

77,043千円

58,475千円

57,424千円

68,612千円

478,970千円

79,708千円

発行額

71件

74件

68件

76件

78件

79件

535件

89件

工事実施件数 工事実施額

令和4年6月22日(水)～令和5年1月31(火)（予定）

過年度において当該事業によるリフォーム工事を

していない方（一度利用している場合は前回との

合計額が100万円まで）。※所有者を変更しても

同一建物で満額以上の使用は不可。

《令和４年度事業計画》　　町予算額　12,255千円（財源：臨時交付金）

江差町住宅リフォームプレミアム商品券発行事業補助

《事業実績》

《事業概要》

　江差町では、平成27年度から令和３年度にわたり、江差商工会を実施主体として住宅リフォームに利用でき

るプレミアム付商品券の販売を行った。計７年間の事業を通して地域の消費喚起と地域経済活性化について一

定の効果が見られている。

　令和４年度においては、仕入価格上昇等により収益が減少した町内建設業者へ支援を図るための緊急経済対

策として事業を実施することとする。
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令和４年度臨時交付⾦ 活⽤事業（個票）

１ 国の経済対策との関係

２ 事業名

３ 事業の概要

(1) ⽬的・効果

(2) 事業費

円

円

円

円

円

(3) 経費内訳（品名・規格・数量・単価等）

(4) 事業対象（対象者、対象施設等）

(5) 実施期間 令和 4 年 6 ⽉ 1 ⽇ 〜 令和 4 年 7 ⽉ 31 ⽇

(6) 事業イメージ（写真、イラスト等）

(7) 定量⽬標

対象施設：江差町図書館

対象者:図書館利⽤者

空気除菌機 2台設置

事業イメージ等有（別で画像を提出願います）

0

0

0

⾦額

空気除菌機（phlips UV-C128) @145,200×２台＝290,400円 （291千円）  

国庫補助

※臨時交付⾦以外

項⽬

290,400

0

290,400

提出年⽉⽇ R4.5.12担当課係名 社会教育課図書係

具体的な対策 ②-Ⅰ-４．知⾒に基づく感染防⽌対策の徹底

事業名 図書館感染予防対策事業

円

⼀般財源

その他

地⽅債

臨時交付⾦

事業費総額

財源名

 図書館内において開⼝部の位置により換気しずらい場所や幼児などが利⽤する絵本コーナーに空

気除菌機を設置することにより、利⽤者に安⼼安全な環境を提供し、図書館での滞在時間の確保及

び利⽤促進、また⼦ども達の居場所づくりとして図書館機能の充実を図る
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19基　既存器具撤去⇒ＬＥＤ照明改修(含ﾌﾞﾚｰｶ）

  6基　既存器具撤去⇒ＬＥＤ照明改修(含ﾎﾟｰﾙ加工、安定器、ﾌﾞﾚｰｶ)

  2基　水銀灯⇒ＬＥＤ電球に交換(電源ﾕﾆｯﾄ含む）

  2台　照明タイマー交換（ｿｰﾗｰﾀｲﾑｽｲｯﾁ）

■事  業  名：江差町運動公園街路灯ＬＥＤ改修事業

■予  算  額：６，８０９千円

■事業概要：街路灯（27基）のＬＥＤ改修

　　　　　  タイマースイッチ交換
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豊
か
な
前
浜
づ
く
り
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
略
称
：
ハ
マ
プ
ロ
）～

つ
く
り
・
育
て
る
漁
業
を
核
と
し
た
地
域
経
済
の
好
循
環
の
実
現
を
目
指
し
て
～

日
本
海
地
域
に
お
け
る
漁
業
生
産
の
急
激
な
減
少
、
他
地
域
と
比
べ
て
低
い
栽

培
漁
業
の
割
合
、
漁
業
者
の
減
少
・
高
齢
化
と
い
っ
た
現
状
を
踏
ま
え
、
回
遊
性
魚

種
の
資
源
変
動
に
左
右
さ
れ
な
い
前
浜
づ
く
り
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。
こ
の
よ
う

な
現
状
と
課
題
を
踏
ま
え
、
今
般
、
本
町
の
漁
業
ス
タ
イ
ル
に
“
ハ
マ
ル
”
栽
培
漁
業

を
推
進
し
、
漁
業
所
得
の
向
上
は
も
と
よ
り
、
地
産
地
消
・
外
商
の
取
組
を
通
じ
た

地
域
経
済
の
好
循
環
の
実
現
を
目
指
す
も
の
で
あ
る
。

＜
所
管
課
：
産
業
振
興
課
＞

2
0

0
3
年

2
0

0
8
年

2
0

1
3
年

2
0

1
8
年

漁
業
経
営
体
数

9
5

8
6

7
4

6
0

漁
獲
生
産
高

（
百

万
円

）
1

,2
1

2
9

1
1

7
0

4
5

2
2

0

4
0

0

8
0

0

1
,2

0
0

1
,6

0
0

05
0

1
0

0
漁
業
経
営
体
数
、
漁
業
⽣
産
⾼

（
出
典
：
漁
業
セ
ン
サ
ス
・
北
海
道
⽔
産
現
勢
）

地
先
種
（
ｳ
ﾆ
･
ｱ
ﾜ
ﾋ
ﾞ
･
ﾅ
ﾏ
ｺ
な
ど
）

・
地
先
の
種
苗
放
流
は
、
ウ
ニ
・
ア
ワ
ビ
が
主
流
で
あ
っ
た
が
、
単
価
の
高
い
ナ
マ
コ
へ
の
期
待
が
高
ま
り
種
苗
の
生
産
・
放
流
事
業
を
強
化
。

・
江
差
産
ナ
マ
コ
は
、
肉
厚
感
、
イ
ボ
立
ち
の
良
さ
な
ど
か
ら
全
国
で
も
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
の
評
価
。

・
2
0
2
0
年
4
月
、
檜
山
海
参
（
h
iy
a
m
a
h
a
is
h
e
n
）
と
し
て
特
定
農
林
水
産
物
等
（
日
本
地
理
的
表
示
Ｇ
１
）
と
し
て
登
録
さ
れ
ブ
ラ
ン
ド
化
。

広
域
種
（
ﾋ
ﾗ
ﾒ
･
ｻ
ｹ
･
ﾆ
ｼ
ﾝ
な
ど
）

・
Ｊ
Ｆ
ひ
や
ま
と
沿
岸
自
治
体
が
一
体
と
な
り
稚
魚
の
放
流
事
業
を
展
開
す
る
も
飛
躍
的
な
水
揚
げ
に
は
至
っ
て
い
な
い
の
が
現
状
。

・
放
流
事
業
に
お
け
る
資
源
造
成
効
果
な
ど
の
検
証
が
必
要
。

養
殖
業
（
ﾏ
ｽ
･
ｻ
ｹ
な
ど
）

・
厳
し
い
自
然
環
境
の
な
か
、
ホ
タ
テ
貝
や
カ
キ
等
の
二
枚
貝
類
や
コ
ン
ブ
な
ど
の
養
殖
に
適
し
た
静
隠
域
が
少
な
い
。

・
一
方
、
熊
石
地
区
に
お
い
て
、
2
0
1
9
年
よ
り
漁
港
を
活
用
し
た
ト
ラ
ウ
ト
サ
ー
モ
ン
の
海
面
養
殖
の
実
証
実
験
を
開
始
。

・
安
定
し
た
生
産
を
見
込
め
る
養
殖
業
に
対
す
る
評
価
や
関
心
が
高
ま
っ
て
お
り
、
新
た
な
漁
業
モ
デ
ル
と
し
て
の
取
組
を
視
野
に
検
討
。

本
町
の
栽
培
漁
業
の
現
状
と
発
展
可
能
性

趣
旨

江
差
町
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
寄
付
金
（
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
）
を
活
用
し
た
事
業
の
展
開

□
ナ
マ
コ
の
資
源
増
大
に
向
け
た
取
組
の
推
進

＜
補
正
予
算
額
：
3
,6
0
8
千
円
＞

＜
事
業
概
要
＞

◇
実
施
主
体

ひ
や
ま
漁
業
協
同
組
合
（
江
差
支
所
）

◇
事
業
費

3
,6
0
8
千
円
（
1
0
/
1
0
補
助
）

◇
事
業
内
容

・
ナ
マ
コ
増
殖
礁
の
設
置
（
ナ
マ
コ
団
地
の
造
成
：
5
0
基
）

・
種
苗
放
流

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査

＜
Ｓ
Ｄ
Ｇ
Ｓ
と
の
関
連
性
＞

（
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
活
用
事
業
）

- 10 -

資料8



マイナポイント申込支援事業の概要

（マイナポイント事業費補助金活用事業）

＜所管課：産業振興課＞

事業概要

・国の実施するマイナポイント事業（第２弾）を踏まえ、以下の取組を実施

　①役場内に申込用の端末（パソコン）を設置

　②マイナポイント予約・申込の支援

　③マイナポイントの制度周知

予算額

５７３千円

　・財源内訳：国庫支出金 572 千円、一般財源 1千円

　・経費の内容：パソコン端末等リース料、制度周知チラシ印刷製本費ほか

マイナポイント第２弾の概要

　第１弾（令和２年７月～令和３年１２月）に引き続き、マイナポイントに

より、マイナンバーカードの普及やキャッシュレス決済の利用拡大を図りつ

つ消費を喚起するとともに、さらに健康保険証や公金受取口座の登録を促進

することでデジタル社会の実現を図る目的で実施。

　最大で 20,000 円を、選択したキャッシュレス決済サービスのポイントとし

て付与。

①マイナンバーカード新規取得者

（既取得者のうち、マイナポイント第 1弾の
未申込者を含む）

最大５，０００円分のポイント

※選択したキャッシュレス決済サービス

　でチャージまたはお買い物をした場合

　に、ご利用金額の 25％（最大 5,000 円）

　のポイントを付与（　　　　）
②健康保険証としての利用申込 ７，５００円分 のポイント

③公金受取口座の登録 ７，５００円分 のポイント

※令和４年６月頃から申込開始予定

※令和４年６月頃から申込開始予定

＜SDGs との関連性＞
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